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■「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン） 新旧対照表 

改 正 案   現  行 

「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイド

ライン） 

 

（最終改正 令和３年６月 30 日付け国住備第 62 号 総行地第 98 号） 

 

はじめに 

平成 26 年 11 月 27 日に公布された空家等対策の推進に関する特別措置法（平成

26 年法律第 127 号。以下「法」という。）においては、空家等（法第２条第１項に

規定する空家等をいう。以下同じ。）の所有者又は管理者（以下「所有者等」とい

う。）が、空家等の適切な管理について第一義的な責任を有することを前提としつ

つ、法第４条において、住民に最も身近な行政主体であり、個別の空家等の状況

を把握することが可能な立場にある市町村（特別区を含む。以下同じ。）が、地域

の実情に応じた空家等に関する対策の実施主体として位置付けられている。法に

基づく空家等対策の基本的な考え方については、法第５条第１項に基づく空家等

に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針（平成 27 年２月

26 日付け総務省・国土交通省告示第１号。以下「基本指針」という。）により示さ

れている。法に基づく空家等対策のうち、特に、特定空家等（法第２条第２項に

規定する特定空家等をいう。以下同じ。）については、法第 14 条各項において、

市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）が当該特定空家等の所有者等に対し

て講ずることができる措置が規定されている。市町村長は、周辺の生活環境の保

全を図るために必要があると認められるときは、速やかに特定空家等の所有者等

に対し、適切な措置を講ずべきである。他方、これらの措置については、強い公

権力の行使を伴う行為が含まれることから、その措置に係る手続についての透明

性及び適正性の確保が求められるところである。 

以上を踏まえ、法第 14 条第 14 項の規定に基づき、特定空家等に対する措置に

関し、その適切な実施を図るために必要な指針（以下「ガイドライン」という。）

を定めるものである。 

本ガイドラインは、市町村が特定空家等の判断の参考となる基準等及び「特定

空家等に対する措置」に係る手続について、参考となる一般的な考え方を示すも

のである。したがって、各市町村において地域の実情を反映しつつ、適宜固有の

判断基準を定めること等により特定空家等に対応することが適当である。また、

措置に係る手続については、必要に応じて、手続を付加することや法令等に抵触

しない範囲で手続を省略することを妨げるものではない。なお、法第 14 条第１項

及び第２項に基づく特定空家等に対する助言・指導及び勧告については、本ガイ

ドラインにおいては行政手続法（平成５年法律第 88 号）上の関連規定を示してい

るところ、同法第３条第３項により市町村が行う行政指導については同法第４章

の規定が適用除外とされていることから、実務的には本ガイドラインを参考とし

「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイド

ライン） 

 

（最終改正 令和２年 12 月 25 日付け国住備第 107 号 総行地第 190 号） 

 

はじめに 

平成 26 年 11 月 27 日に公布された「空家等対策の推進に関する特別措置法」

（平成 26 年法律第 127 号。以下「法」という。）においては、空家等の所有者又

は管理者（以下「所有者等」という。）が、空家等の適切な管理について第一義的

な責任を有することを前提としつつ、法第４条において、住民に最も身近な行政

主体であり、個別の空家等の状況を把握することが可能な立場にある市町村（特

別区を含む。以下同じ。）が、地域の実情に応じた空家等に関する対策の実施主体

として位置付けられている。法に基づく空家等対策の基本的な考え方については、

「空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針」（平成

27 年２月 26 日付け総務省・国土交通省告示第１号。以下「基本指針」という。）

により示されたところである。法に基づく空家等対策のうち、特に、法第２条第

２項に定義される「特定空家等」については、法第 14 条各項において、市町村長

（特別区の区長を含む。以下同じ。）が当該「特定空家等」の所有者等に対して講

ずることができる措置が規定されている。市町村長は、周辺の生活環境の保全を

図るために必要があると認められるときは、速やかに「特定空家等」の所有者等

に対し、適切な措置を講ずべきである。他方、これらの措置については、強い公

権力の行使を伴う行為が含まれることから、その措置に係る手続についての透明

性及び適正性の確保が求められるところである。 

以上を踏まえ、法第 14 条第 14 項の規定に基づき、「特定空家等に対する措置に

関し、その適切な実施を図るために必要な指針」（以下「ガイドライン」という。）

を定めるものである。 

本ガイドラインは、市町村が「特定空家等」の判断の参考となる基準等及び「特

定空家等に対する措置」に係る手続について、参考となる一般的な考え方を示す

ものである。したがって、各市町村において地域の実情を反映しつつ、適宜固有

の判断基準を定めること等により「特定空家等」に対応することが適当である。    

また、措置に係る手続については、必要に応じて、手続を付加することや法令等

に抵触しない範囲で手続を省略することを妨げるものではない。なお、法第 14 条

第１項及び第２項に基づく「特定空家等」に対する助言・指導及び勧告について

は、本ガイドラインにおいては行政手続法（平成５年法律第 88 号）上の関連規定

を示しているところ、同法第３条第３項により市町村が行う行政指導については

同法第４章の規定が適用除外とされていることから、実務的には本ガイドライン

を参考としつつ、各市町村が定める行政手続条例等によることとなる。 

別紙２ 
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つつ、各市町村が定める行政手続条例等によることとなる。 

また、本ガイドラインは、今後、法に基づく措置の事例等の知見の集積を踏ま

え、適宜見直される場合があることを申し添える。 

 

第１章 空家等に対する対応 

１．法に定義される空家等及び特定空家等 

空家等の定義の解釈は、基本指針一３（１）に示すとおりである。特定空家等

は、この空家等のうち、法第２条第２項において示すとおり、以下の状態にある

と認められる空家等と定義されている。 

(ｲ) そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

(ﾛ) そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

(ﾊ) 適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

(ﾆ) その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状

態 

特定空家等のうち(ｲ)又は(ﾛ)については、現に著しく保安上危険又は著しく衛

生上有害な状態の空家等のみならず、将来著しく保安上危険又は著しく衛生上有

害な状態になることが予見される空家等も含めて、幅広く対象と判断することの

できるものであることに留意が必要である。 

空家等を特定空家等として判断した後、法に基づき、特定空家等に対する措置

を講じるに当たっては、当該特定空家等の状態及び当該特定空家等が周辺の生活

環境に及ぼす影響の程度に応じて適切な対応を行う必要がある。上述したように、

特定空家等については幅広く対象と判断することのできるものであるため、周辺

の生活環境への悪影響が顕在化する前の段階において所有者等による自主的な対

応を促す観点から、そのまま放置すれば将来的に周辺の生活環境への悪影響が顕

在化することが予見されるものとして早期に特定空家等として判断し、所有者等

に対する法第 14 条に基づく助言又は指導を開始することも考えられる。 

なお、基本指針一３（１）のとおり、法第２条第１項の「建築物」とは、建築基

準法（昭和 25 年法律第 201 号）第２条第１号の「建築物」と同義であるが、外見

上はいわゆる長屋等であっても、隣接する住戸との界壁が二重となっているなど、

それぞれの住戸が別個の建築物である場合には、同項のいう建築物に該当する。 

 

２．具体の事案に対する措置の検討 

（１）特定空家等と認められる空家等に対して法の規定を適用した場合の効果等 

適切な管理が行われていない空家等のうち、特定空家等と認められるものに

対して、法の規定を適用した場合の効果等について概略を整理する。 

 

 

イ （略） 

 

ロ 「特定空家等に対する措置」の手順 

また、本ガイドラインは、今後、法に基づく措置の事例等の知見の集積を踏ま

え、適宜見直される場合があることを申し添える。 

 

 

第１章 空家等に対する対応 

１．法に定義される「空家等」及び「特定空家等」 

「空家等」の定義の解釈は、「基本指針」一３（１）に示すとおりである。「特

定空家等」は、この「空家等」のうち、法第２条第２項において示すとおり、以

下の状態にあると認められる「空家等」と定義されている。 

(ｲ) そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

(ﾛ) そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

(ﾊ) 適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

(ﾆ) その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状

態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．具体の事案に対する措置の検討 

（１）「特定空家等」と認められる空家等に対して法の規定を適用した場合の効果

等 

適切な管理が行われていない空家等のうち、法第２条第２項に定める「特定

空家等」と認められるものに対して、法の規定を適用した場合の効果等につい

て概略を整理する。 

イ （略） 

 

ロ 「特定空家等に対する措置」の手順 
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法に定める特定空家等として、法の規定を適用する場合は、法第 14 条に基

づく助言又は指導、勧告、命令の手続を、順を経て行う必要がある。緊急事

態において応急措置を講ずる必要がある場合であっても、法により対応しよ

うとするのであれば同様である。これは、特定空家等の定義が「そのまま放

置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある…と認められる空家等

をいう」とされるなど、将来の蓋然性を考慮した判断内容を含み、かつ、そ

の判断に裁量の余地がある一方で、その措置については財産権の制約を伴う

行為が含まれることから、当該特定空家等の所有者等に対し、助言・指導と

いった働きかけによる行政指導の段階を経て、不利益処分である命令へと移

行することにより、慎重な手続を踏む趣旨である。 

また、１．のとおり、そのまま放置すれば著しく保安上危険又は著しく衛

生上有害な状態となることが予見される空家等については幅広く特定空家等

に該当するものと判断し、周辺の生活環境への悪影響が顕在化する前の段階

から、法第 14 条に基づく助言又は指導を行い、改善がなされない場合には勧

告を行った上で、必要に応じて命令等の実施を検討することも考えられる。 

なお、法と趣旨・目的が同様の各市町村における空家等の適正管理に関す

る条例において、適切な管理が行われていない空家等に対する措置として、

助言又は指導、勧告、命令の三段階ではなく、例えば助言又は指導、勧告を

前置せずに命令を行うことを規定している場合、上記のように慎重な手続を

踏むこととした法の趣旨に反することとなるため、当該条例の命令に関する

規定は無効となると解される。 

 

ハ 固定資産税等の住宅用地特例に関する措置 

特定空家等に該当する家屋に係る敷地が、固定資産税等のいわゆる住宅用

地特例の対象であって、法第 14 条第２項に基づき、市町村長が当該特定空家

等の所有者等に対して除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保

全を図るために必要な措置をとることを勧告した場合は、地方税法（昭和 25

年法律第 226 号）第 349 条の３の２第１項等の規定に基づき、当該特定空家

等に係る敷地について、固定資産税等の住宅用地特例の対象から除外される。 

なお、家屋の使用若しくは管理の状況又は所有者等の状況等から客観的に

みて、当該家屋について、構造上住宅と認められない状況にある場合、使用

の見込みはなく取壊しを予定している場合又は居住の用に供するために必要

な管理を怠っている場合等で今後人の居住の用に供される見込みがないと認

められる場合には、当該家屋が特定空家等に該当するか否かに関わらず、住

宅には該当しないものであるため、そうした家屋の敷地についてはそもそも

固定資産税等の住宅用地特例は適用されない。したがって、空家等対策で得

られた情報について、税務部局（特別区にあっては都。以下同じ）と情報共

有し、連携して必要な対応を行うことが重要となる。 

 

 

法に定める「特定空家等」として、法の規定を適用する場合は、法第 14 条

に基づく助言又は指導、勧告、命令の手続を、順を経て行う必要がある。緊

急事態において応急措置を講ずる必要がある場合であっても、法により対応

しようとするのであれば同様である。これは、「特定空家等」の定義が「その

まま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある…と認められる

空家等をいう」とされるなど、将来の蓋然性を考慮した判断内容を含み、か

つ、その判断に裁量の余地がある一方で、その措置については財産権の制約

を伴う行為が含まれることから、当該「特定空家等」の所有者等に対し、助

言・指導といった働きかけによる行政指導の段階を経て、不利益処分である

命令へと移行することにより、慎重な手続を踏む趣旨である。 

 

 

 

 

 

なお、法と趣旨・目的が同様の各市町村における空家等の適正管理に関す

る条例において、適切な管理が行われていない空家等に対する措置として、

助言又は指導、勧告、命令の三段階ではなく、例えば助言又は指導、勧告を

前置せずに命令を行うことを規定している場合、上記のように慎重な手続を

踏むこととした法の趣旨に反することとなるため、当該条例の命令に関する

規定は無効となると解される。 

 

ハ 固定資産税等の住宅用地特例に関する措置 

「特定空家等」に該当する家屋に係る敷地が、固定資産税等のいわゆる住

宅用地特例の対象であって、法第 14 条第２項に基づき、市町村長が当該「特

定空家等」の所有者等に対して除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活

環境の保全を図るために必要な措置をとることを勧告した場合は、地方税法

（昭和 25 年法律第 226 号）第 349 条の３の２第１項等の規定に基づき、当該

「特定空家等」に係る敷地について、固定資産税等の住宅用地特例の対象か

ら除外される。 
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（２） （略） 

 

（３）他の法令等に基づく諸制度との関係 

空家等に係る具体の事案に対し、行政が関与すべき事案であると判断された

場合、どのような根拠に基づき、どのような措置を講ずべきかを検討する必要

がある。適切な管理が行われていない空家等に対しては、法に限らず、他法令

により各法令の目的に沿って必要な措置が講じられる場合が考えられる。例え

ば、現に著しく保安上危険な既存不適格建築物に対する建築基準法に基づく措

置や、火災予防の観点からの消防法（昭和 23 年法律第 186 号）に基づく措置の

ほか、立木等が道路に倒壊した場合に道路交通の支障を排除する観点からの道

路法（昭和 27 年法律第 180 号）に基づく措置、災害が発生し、又はまさに災害

が発生しようとしている場合に応急措置を実施する観点からの災害対策基本法

（昭和 36 年法律第 223 号）に基づく措置、災害における障害物の除去の観点か

らの災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）に基づく措置などである。状況によ

っては、措置の対象物ごとに異なる諸制度を組み合わせて適用することも考え

られる。各法令により、目的、講ずることができる措置の対象及び内容、実施

主体等が異なることから、措置の対象となる空家等について、その物的状態や

悪影響の程度、危険等の切迫性等を総合的に判断し、手段を選択する必要があ

る。 

 

３．所有者等の特定 

空家等の所有者等の特定方法としては、不動産登記簿情報による登記名義人の

確認、住民票情報や戸籍謄本等による登記名義人や相続人の存否及び所在の確認

等と併せ、地域住民への聞き取り調査等が行われているところである。 

これらに加え、法第 10 条により、市町村長は、固定資産税の課税その他の事務

のために利用する目的で保有する情報であって氏名その他の空家等の所有者等に

関するものについては、法の施行のために必要な限度において内部利用できる（同

条第１項）（特別区においては、区長からの提供の求めに応じて、都知事が当該情

報の提供を行う（同条第２項））ほか、関係する地方公共団体の長等に対して、空

家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提供を求めることができる（同条第３

項）こととされたことから、市町村長は、所有者等の特定に当たって、これらの

規定を適宜活用することが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

（１）所有者等の特定に係る調査方法等 

所有者等の特定に当たり想定される調査方法は主に、 

（２） （略） 

 

（３）他の法令等に基づく諸制度との関係 

空家等に係る具体の事案に対し、行政が関与すべき事案であると判断された

場合、どのような根拠に基づき、どのような措置を講ずべきかを検討する必要

がある。適切な管理が行われていない空家等に対しては、法に限らず、他法令

により各法令の目的に沿って必要な措置が講じられる場合が考えられる。例え

ば、現に著しく保安上危険な既存不適格建築物に対する建築基準法（昭和 25 年

法律第 201 号）に基づく措置や、火災予防の観点からの消防法（昭和 23 年法律

第 186 号）に基づく措置のほか、立木等が道路に倒壊した場合に道路交通の支

障を排除する観点からの道路法（昭和 27 年法律第 180 号）に基づく措置、災害

における障害物の除去の観点からの災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）に基

づく措置などである。状況によっては、措置の対象物ごとに異なる諸制度を組

み合わせて適用することも考えられる。各法令により、目的、講ずることがで

きる措置の対象及び内容、実施主体等が異なることから、措置の対象となる空

家等について、その物的状態や悪影響の程度、危険等の切迫性等を総合的に判

断し、手段を選択する必要がある。 

 

 

 

３．所有者等の特定 

空家等の所有者等の特定方法としては、従来より、不動産登記簿情報による登

記名義人の確認、住民票情報や戸籍謄本等による登記名義人や相続人の存否及び

所在の確認等と併せ、地域住民への聞き取り調査等が行われているところである。 

これらに加え、法第 10 条により、市町村長は、固定資産税の課税その他の事務

のために利用する目的で保有する情報であって氏名その他の空家等の所有者等に

関するものについては、法の施行のために必要な限度において内部利用できる（同

条第１項）（特別区においては、区長からの提供の求めに応じて、都知事が当該情

報の提供を行う（同条第２項））ほか、関係する地方公共団体の長等に対して、空

家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提供を求めることができる（同条第３

項）こととされたことから、市町村長は、所有者等の特定に当たって、これらの

規定を適宜活用することが考えられる。なお、法第 10 条に定める市町村長が内部

利用等できる情報のうち、固定資産課税台帳に記載された情報の内部利用等の取

扱いについては、「固定資産税の課税のために利用する目的で保有する空家等の所

有者に関する情報の内部利用等について」（平成 27 年２月 26 日付け国住備第 943

号・総行地第 25 号）を参照されたい。 
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・登記情報（所有権登記名義人等の氏名及び住所）の確認 

・住民票の写し等及び戸籍の附票の写しの確認（所有権登記名義人等の現住

所・転出・生存状況の確認） 

・戸籍の確認（法定相続人の確認） 

・固定資産課税台帳の記載事項の確認（所有者等の氏名及び住所） 

・親族、関係権利者等への聞き取り調査 

・必要に応じて実施する居住確認調査 

・水道・電気・ガスの供給事業者の保有情報や郵便転送情報の確認調査 

・公的機関（警察・消防等）の保有情報の有無の確認 

・その他（市町村の関係する部局において把握している情報の確認、家庭裁

判所への相続放棄等の申述の有無の確認等） 

が想定されるが、これらの調査に要する人員、費用、時間等を考慮してケース

ごとに必要性を判断する必要があると考えられる。空家等の所有者等の特定に

係る調査手順の例を〔別紙５〕に示す。また、所有者等の特定に係る調査や登

記関係業務等に関し、専門的な知識が必要となる場合には、司法書士、行政書

士又は土地家屋調査士等の活用が有効である。 

また、空家等について、相続に伴う登記手続が一代又は数代にわたりなされ

ていない場合や相続人が多数となる場合等において相続人全員の所在が容易に

は判明しないときは、当該空家等への対応の緊急性等を勘案して、例えば判明

した一部の所有者等に対して先行して必要な対応を行う旨の助言を行う等の対

応も考えられる。また、相続人が多数となる場合にあっては、相続人の意向確

認を行うに当たり、例えば、相続人のうちの特定の者に連絡役を依頼する方法、

相続放棄を利用する方法、相続分を他の共有者等に譲渡してもらう方法により

現在の所有者等の特定に係る事務や所有者等の特定後の対応を効率的に進める

ことが考えられる。 

なお、所有者等が法人であることが判明し、当該法人が事業活動を行ってい

ないと思われる場合は、当該法人の事業状況や代表者を把握するため、法人登

記簿に記載されている代表者や役員、清算人等について自然人と同様の調査を

行うことが考えられる。 

 

（２）国外に居住する所有者等の特定に係る調査手法等 

（１）の調査において所有者等が国外に居住していることが判明した場合に

は、それまでの調査の過程でその氏名及び住所が判明した親族等の関係者への

郵送等による照会等を行うとともに、市町村が法第 10 条第３項に基づく求めと

して行う外務省の調査を利用することが考えられる。なお、当該調査を利用す

る際には、十分な資料が求められることに留意が必要となる。 

また、所有者等が国内又は国外に居住する外国籍の者であることが判明した

場合には、親族、関係権利者等（国外に居住する場合にあっては、納税管理人

を含む。）への聞き取り調査等を行うほか、法第 10 条第３項に基づき、住居地

の市町村への外国人住民登録の照会、東京出入国在留管理局への出入国記録や
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外国人登録原票の照会を行うことが考えられる。 

 

（３）所有者等の所在を特定できない場合等の措置 

（１）及び（２）の調査手法によってもなお、空家等の所有者等の所在を特

定できない場合又は所有者が死亡しており相続人のあることが明らかではない

場合（相続人全員が相続放棄をして相続する者がいなくなった場合を含む。）に

おいて、当該空家等が特定空家等に該当する場合にあっては、法第 14 条第 10

項に基づく略式代執行を行うことができる。そのほか、所有者等が自然人であ

るときは、民法（明治 29 年法律第 89 号）第 25 条第１項又は第 952 条第１項に

基づく財産管理制度を活用して、利害関係人等が家庭裁判所に不在者財産管理

人又は相続財産管理人の選任の申立てを行った上で、市町村が、家庭裁判所に

より選任された不在者財産管理人又は相続財産管理人を名宛人として法第 14

条に基づく措置（同条第９項に基づく行政代執行を含む。）を行うことも考えら

れる。 

借地上の建築物等の所有者等の所在が特定できない場合等は、敷地の所有者

等が利害関係人として不在者財産管理人等の選任の申立てを行うことも考えら

れる。 

また、当該空家等が特定空家等に該当しない場合であっても、不在者財産管

理人又は相続財産管理人が家庭裁判所へ権限外行為許可の申立てを行い、許可

を得て、当該空家等の売却処分・無償譲渡等の処分行為等を行うことが可能な

場合がある。 

なお、不在者財産管理人又は相続財産管理人の選任の申立ては、民法の規定

に基づき利害関係人等が行うが、例えば、市町村が当該空家等の所有者等に対

して債権を有しない場合や法第 14 条に基づく特定空家等と認める手続を行っ

ていない場合であっても、法に基づく措置の主体である市町村における申立て

が認められる場合がある。また、当該空家等の敷地が所有者不明土地の利用の

円滑化等に関する特別措置法（平成 30 年法律第 49 号）第２条第１項に規定す

る所有者不明土地に該当し、その適切な管理のため特に必要があると認められ

る場合には、同法第 38 条に基づき市町村長は不在者財産管理人又は相続財産管

理人の選任の申立てを行うことも考えられる。 

所有者等である法人が解散をしている場合等は、原則として、会社法（平成

17 年法律第 86 号）等の根拠法に基づく清算制度を活用して、解散後に存続す

る財産について清算を進めることとされている。清算人の全員について死亡が

確認された場合等において空家等の譲渡を行うときなど、必要な場合には、地

方裁判所に対して利害関係人等が清算人の選任の申立てを行うことが考えられ

る。 

 

（４）具体的な調査方法等に係る留意事項 

法第 10 条に定める市町村長が内部利用等できる情報のうち、固定資産課税台

帳に記載された情報の内部利用等の取扱いについては、「固定資産税の課税のた
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めに利用する目的で保有する空家等の所有者に関する情報の内部利用等につい

て」（平成 27 年２月 26 日付け国住備第 943 号・総行地第 25 号）を参照された

い。 

また、日本郵便株式会社に郵便の転送情報の提供を求める場合は、日本郵便

株式会社から当該情報の提供を受けることが可能となる要件等を記載した「郵

便事業分野における個人情報保護に関するガイドライン（平成 29 年総務省告示

167 号）の解説」（令和２年３月１日総務省）を参考にされたい。 

 

 

第２章 「特定空家等に対する措置」を講ずるに際して参考となる事項 

特定空家等に対する措置を講ずるに際しては、空家等の物的状態が第１章１．

の(ｲ)～(ﾆ)の各状態であるか否かを判断するとともに、当該空家等がもたらす周

辺への悪影響の程度等について考慮する必要がある。 

また、特定空家等は将来の蓋然性を含む概念であり、必ずしも定量的な基準に

より一律に判断することはなじまない。特定空家等に対する措置を講ずるか否か

については、下記（１）を参考に特定空家等と認められる空家等に関し、下記（２）

に示す事項を勘案して、総合的に判断されるべきものである。なお、その際、法

第７条に基づく協議会等において学識経験者等の意見を聞くことも考えられる。 

 

 

（１）特定空家等の判断の参考となる基準 

空家等の物的状態が第１章１．の(ｲ)～(ﾆ)の各状態であるか否かの判断に際

して参考となる基準について、〔別紙１〕～〔別紙４〕に示す。 

なお、第１章１．の(ｲ)又は(ﾛ)の「おそれのある状態」については、そのま

ま放置した場合の悪影響が社会通念上予見可能な状態を指すものであって、実

現性に乏しい可能性まで含む概念ではないことに留意されたい。また、第１章

１．の(ｲ)～(ﾆ)に示す状態は、例えば外壁が腐朽して脱落することにより保安

上危険となるおそれのある空家等が地域の良好な景観を阻害している場合のよ

うに、一件の特定空家等について複数の状態が認められることもあり得る。 

 

 

（２）「特定空家等に対する措置」の判断の参考となる基準 

 

①周辺の建築物や通行人等に対し悪影響をもたらすおそれがあるか否か 

特定空家等が現にもたらしている、又はそのまま放置した場合に予見される

悪影響の範囲内に、周辺の建築物や通行人等が存在し、又は通行し得て被害を

受ける状況にあるか否か等により判断する。その際の判断基準は一律とする必

要はなく、当該空家等の立地環境等地域の特性に応じて、悪影響が及ぶ範囲を

適宜判断することとなる。例えば、倒壊のおそれのある空家等が狭小な敷地の

密集市街地に位置している場合や通行量の多い主要な道路の沿道に位置してい

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 「特定空家等に対する措置」を講ずるに際して参考となる事項 

「特定空家等に対する措置」を講ずるに際しては、空家等の物的状態が第１章

１．の(ｲ)～(ﾆ)の各状態であるか否かを判断するとともに、当該空家等がもたら

す周辺への悪影響の程度等について考慮する必要がある。 

また、「特定空家等」は将来の蓋然性を含む概念であり、必ずしも定量的な基準

により一律に判断することはなじまない。「特定空家等に対する措置」を講ずるか

否かについては、下記（１）を参考に「特定空家等」と認められる空家等に関し、

下記（２）及び（３）に示す事項を勘案して、総合的に判断されるべきものであ

る。なお、その際、法第７条に基づく協議会等において学識経験者等の意見を聞

くことも考えられる。 

 

（１）「特定空家等」の判断の参考となる基準 

空家等の物的状態が第１章１．の(ｲ)～(ﾆ)の各状態であるか否かの判断に際

して参考となる基準について、〔別紙１〕～〔別紙４〕に示す。 

なお、第１章１．の(ｲ)又は(ﾛ)の「おそれのある状態」については、そのま

ま放置した場合の悪影響が社会通念上予見可能な状態を指すものであって、実

現性に乏しい可能性まで含む概念ではないことに留意されたい。また、第１章

１．の(ｲ)～(ﾆ)に示す状態は、例えば外壁が腐朽して脱落することにより保安

上危険となるおそれのある空家等が地域の良好な景観を阻害している場合のよ

うに、一件の「特定空家等」について複数の状態が認められることもあり得る。 

 

 

 

 

（２）周辺の建築物や通行人等に対し悪影響をもたらすおそれがあるか否か 

「特定空家等」が現にもたらしている、又はそのまま放置した場合に予見さ

れる悪影響の範囲内に、周辺の建築物や通行人等が存在し、又は通行し得て被

害を受ける状況にあるか否か等により判断する。その際の判断基準は一律とす

る必要はなく、当該空家等の立地環境等地域の特性に応じて、悪影響が及ぶ範

囲を適宜判断することとなる。例えば、倒壊のおそれのある空家等が狭小な敷

地の密集市街地に位置している場合や通行量の多い主要な道路の沿道に位置し
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る場合等は、倒壊した場合に隣接する建築物や通行人等に被害が及びやすく、

特定空家等に対する措置を講ずる必要性が高く、また、例えば、直ちに屋根、

外壁等の脱落、飛散等のおそれはないがこれらの部位が損傷している場合等は、

現に周辺への被害が顕在化している状態ではないものの、そのまま放置すれば

周辺に被害が及ぶおそれが予見されることから、早期の段階から特定空家等に

対する措置を講ずる必要性が高いと考えられる。 

 

②悪影響の程度と危険等の切迫性 

特定空家等が現にもたらしている、又はそのまま放置した場合に予見される

悪影響が周辺の建築物や通行人等にも及ぶと判断された場合に、その悪影響の

程度が社会通念上許容される範囲を超えるか否か、またもたらされる危険等に

ついて切迫性が高いか否か等により判断する。その際の判断基準は一律とする

必要はなく、気候条件等地域の実情に応じて、悪影響の程度や危険等の切迫性

を適宜判断することとなる。例えば、樹木が繁茂し景観を阻害している空家等

が、景観保全に係るルールが定められている地区内に位置する場合は、特定空

家等に対する措置を講ずる必要性が高く、また、老朽化した空家等が、大雪や

台風等の影響を受けやすい地域に位置する場合等は、そのまま放置した場合の

危険等の切迫性の高さに鑑みて周辺環境への悪影響が顕在化する前の早期の段

階から特定空家等に対する措置を講ずる必要性が高いと考えられる。 

 

第３章 特定空家等に対する措置 

特定空家等に対する措置は、行政指導である助言又は指導（法第 14 条第１項）

及び勧告（同条第２項）、不利益処分である命令（同条第３項）、代執行（同条第

９項）、過失がなくて必要な措置を命ぜられるべき者を確知することができないと

きのいわゆる略式代執行（同条第 10 項）とに大別される。このうち、命令につい

ては、行政手続法第３章（不利益処分。ただし、同法第 12 条（処分の基準）及び

第 14 条（不利益処分の理由の提示）を除く。）の規定を適用除外とし（法第 14 条

第 13 項）、法において特例を定めている点に留意されたい（詳述は本章５．を参

照）。 

 

１．適切な管理が行われていない空家等の所有者等の事情の把握 

空家等の所有者等は当該空家等の所在地と異なる場所に居住していることか

ら、自らが所有する空家等の状態を把握していない可能性や、空家等を相続によ

り取得した等の事情により、自らが当該空家等の所有者であることを認識してい

ない可能性等も考えられる。したがって、適切な管理が行われていない空家等に

ついて、まずは所有者等に連絡を取り、当該空家等の現状を伝えるとともに、当

該空家等に関する今後の改善方策に対する考えのほか、処分や活用等についての

意向など、所有者等の主張を含めた事情の把握に努めることが望ましい。その際

は、必ずしも書面で行う方法のみによる必要はなく、対面や電話等の通信手段を

選択することも考えられる。 

ている場合等は、倒壊した場合に隣接する建築物や通行人等に被害が及びやす

く、「特定空家等」として措置を講ずる必要性が高くなることが考えられる。 

 

 

 

 

 

（３）悪影響の程度と危険等の切迫性 

「特定空家等」が現にもたらしている、又はそのまま放置した場合に予見さ

れる悪影響が周辺の建築物や通行人等にも及ぶと判断された場合に、その悪影

響の程度が社会通念上許容される範囲を超えるか否か、またもたらされる危険

等について切迫性が高いか否か等により判断する。その際の判断基準は一律と

する必要はなく、気候条件等地域の実情に応じて、悪影響の程度や危険等の切

迫性を適宜判断することとなる。例えば、樹木が繁茂し景観を阻害している空

家等が、景観保全に係るルールが定められている地区内に位置する場合や、老

朽化した空家等が、大雪や台風等の影響を受けやすい地域に位置する場合等は、

「特定空家等」として措置を講ずる必要性が高くなることが考えられる。 

 

 

 

第３章 特定空家等に対する措置 

「特定空家等に対する措置」は、行政指導である助言又は指導（法第 14 条第１

項）及び勧告（同条第２項）、不利益処分である命令（同条第３項）、代執行（同

条第９項）、過失がなくて必要な措置を命ぜられるべき者を確知することができな

いときのいわゆる略式代執行（同条第 10 項）とに大別される。このうち、命令に

ついては、行政手続法第３章（不利益処分。ただし、同法第 12 条（処分の基準）

及び第 14 条（不利益処分の理由の提示）を除く。）の規定を適用除外とし（法第

14 条第 13 項）、法において特例を定めている点に留意されたい（詳述は本章５．

を参照）。 

 

１．適切な管理が行われていない空家等の所有者等の事情の把握 

空家等の所有者等は当該空家等の所在地と異なる場所に居住していることか

ら、自らが所有する空家等の状態を把握していない可能性や、空家等を相続によ

り取得した等の事情により、自らが当該空家等の所有者であることを認識してい

ない可能性等も考えられる。したがって、適切な管理が行われていない空家等に

ついて、まずは所有者等に連絡を取り、当該空家等の現状を伝えるとともに、当

該空家等に関する今後の改善方策に対する考えのほか、処分や活用等についての

意向など、所有者等の主張を含めた事情の把握に努めることが望ましい。その際

は、必ずしも書面で行う方法のみによる必要はなく、対面や電話等の通信手段を

選択することも考えられる。 
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上記の事情把握は、必ずしも法第 14 条に基づく法律上の行為として行う必要は

なく、例えば所有者等であると考えられる者に対し、事実確認のために連絡を取

るなど事実行為として行うことも考えられる。 

また、当該空家等が特定空家等に該当すると考えられる場合にあっても、直ち

に法第９条第２項に基づく立入調査や法第 14 条第１項に基づく指導等の手続を

開始するのではなく、把握した当該特定空家等の所有者等の事情を勘案し、具体

の対応方策を検討することが考えられる。例えば、 

・ 所有者等に改善の意思はあるものの、その対処方策が分からない 

・ 遠隔地に居住しているために、物理的に自ら対策を講ずることができない 

・ 経済的な対応の余地はあるが、身体的理由等により対応が困難である 

等の場合には、状況に応じて、空家等の除却、改修、管理等に関する相談窓口や

活用できる助成制度を紹介すること等により、解決を図ることも考えられる。 

一方、危険が切迫している等周辺の生活環境の保全を図るために速やかに措置

を講ずる必要があると認められる場合は、市町村長は所定の手続を経つつも法第

14条に基づく勧告、命令又は代執行に係る措置を迅速に講ずることが考えられる。 

 

２．「特定空家等に対する措置」の事前準備 

（１）立入調査（法第９条第２項～第５項） 

（略） 

 

イ・ロ （略） 

 

ハ 留意事項 

(ｲ) （略） 

(ﾛ) 法に基づく立入調査は行政調査であり、法「第 14 条第１項から第３項

までの施行」という行政目的の達成のためにのみ認められるものであり、

別の目的のために当該立入調査を行うことは認められない。特に、犯罪捜

査のために行政調査を行うことは許されず、この点は法第９条第５項に明

示されているところである。 

(ﾊ) （略） 

(ﾆ) 空家等と認められるとして立ち入った結果、建物内に占有者がいる等使

用実態があることが判明した場合は、当該建築物は特定空家等に該当しな

いこととなり、それ以降、立入調査を継続することはできない。この場合、

占有者等の同意の下で社会通念上相当と認められる範囲で所有者等の確認

等（例えば、所有者の確認、当該建築物をどのように使用しているのか等）

を行うことは、法第９条第１項の調査として許容されるものと解される。

なお、建築物等に立ち入った時点において当該建築物等が「空家等と認め

られる場所」であった以上、使用実態があることが判明する以前の立入調

査は適法な行為である。 

 

上記の事情把握は、必ずしも法第 14 条に基づく法律上の行為として行う必要は

なく、例えば所有者等であると考えられる者に対し、事実確認のために連絡を取

るなど事実行為として行うことも考えられる。 

また、当該空家等が「特定空家等」に該当すると考えられる場合にあっても、

直ちに法第９条第２項に基づく立入調査や法第 14 条第１項に基づく指導等の手

続を開始するのではなく、把握した当該特定空家等の所有者等の事情を勘案し、

具体の対応方策を検討することが考えられる。例えば、 

・ 所有者等に改善の意思はあるものの、その対処方策が分からない 

・ 遠隔地に居住しているために、物理的に自ら対策を講ずることができない 

・ 経済的な対応の余地はあるが、身体的理由等により対応が困難である 

等の場合には、状況に応じて、空家等の除却、改修、管理等に関する相談窓口や

活用できる助成制度を紹介すること等により、解決を図ることも考えられる。 

一方、危険が切迫している等周辺の生活環境の保全を図るために速やかに措置

を講ずる必要があると認められる場合は、市町村長は所定の手続を経つつも法第

14 条の勧告、命令又は代執行に係る措置を迅速に講ずることが考えられる。 

 

２．「特定空家等に対する措置」の事前準備 

（１）立入調査（法第９条第２項～第５項） 

（略） 

 

イ・ロ （略）  

 

ハ 留意事項 

(ｲ) （略） 

(ﾛ) 法に基づく立入調査は行政調査であり、「法第 14 条第１項から第３項ま

での施行のため」という行政目的の達成のためにのみ認められるものであ

り、別の目的のために当該立入調査を行うことは認められない。特に、犯

罪捜査のために行政調査を行うことは許されず、この点は法第９条第５項

に明示されているところである。 

(ﾊ) （略） 

(ﾆ) 空家等と認められるとして立ち入った結果、建物内に占有者がいる等使

用実態があることが判明した場合は、当該建築物は「特定空家等」に該当

しないこととなり、それ以降、立入調査を継続することはできない。この

場合、占有者等の同意の下で社会通念上相当と認められる範囲で所有者等

の確認等（例えば、所有者の確認、当該建築物をどのように使用している

のか等）を行うことは、法第９条第１項の調査として許容されるものと解

される。なお、建築物等に立ち入った時点において当該建築物等が「空家

等と認められる場所」であった以上、使用実態があることが判明する以前

の立入調査は適法な行為である。 
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（２）データベース（台帳等）の整備と関係部局への情報提供 

法第 11 条に定める空家等に関するデータベースの整備等についての考え方

は、基本指針一４に示すとおり、特定空家等については、その所在地、現況、

所有者等の氏名などに加えて、「特定空家等に対する措置の内容及びその履歴に

ついても併せて記載する等により、継続的に把握していく必要がある。」とされ

ているところである。 

また、特定空家等に対する措置に係る事務を円滑に実施するためには、当該

市町村の関係内部部局との連携が不可欠であることから、空家等施策担当部局

は、必要に応じて特定空家等に関する情報を関係内部部局に提供し、共有する

ことが望ましい。特に、法第 14 条第２項に基づき勧告がなされた場合、当該特

定空家等に係る土地については、固定資産税等のいわゆる住宅用地特例の対象

から除外されることとなるため、少なくとも税務部局に対しては、空家等施策

担当部局から常に特定空家等に係る最新情報を提供し、税務部局の事務に支障

を来すようなことがないようにしなくてはならない。 

また、関係内部部局において所有者等の情報を含むデータベースを共有する

場合は、個人情報が漏えいすることのないよう、細心の注意を払う必要がある。 

 

 

（３）特定空家等に関係する権利者との調整 

法第 14 条に基づき特定空家等に対する措置を講じようとする特定空家等に

ついて、その措置の過程で、抵当権等の担保物権や賃貸借契約による賃貸借権

が設定されていること等が判明することが考えられる。この場合、同条に基づ

く特定空家等に対する措置は、客観的事情により判断される特定空家等に対し

てなされる措置であるため、命令等の対象となる特定空家等に抵当権等が設定

されていた場合でも、市町村長が命令等を行うに当たっては、関係する権利者

と必ずしも調整を行う必要はなく、基本的には当該抵当権者等と特定空家等の

所有者等とによる解決に委ねられるものと考えられる。 

 

３．特定空家等の所有者等への助言又は指導（法第 14 条第１項）  

法に基づく特定空家等の措置は、当該特定空家等の所有者等に対する助言又は

指導といった行政指導により、所有者等自らの意思による改善を促すことから始

めることとされている。 

（１）・（２） （略） 

 

４．特定空家等の所有者等への勧告（法第 14 条第２項） 

（１）勧告の実施 

市町村長は、法第 14 条第１項に基づき助言又は指導をした場合において、な

お当該特定空家等の状態が改善されないと認めるときは、当該特定空家等の所

有者等に対し、相当の猶予期限を付けて、必要な措置をとることを勧告するこ

とができる（同条第２項）。 

（２）データベース（台帳等）の整備と関係部局への情報提供 

法第 11 条に定める空家等に関するデータベースの整備等についての考え方

は、「基本指針」一４に示すとおり、「特定空家等」については、その所在地、

現況、所有者等の氏名などに加えて、「「特定空家等」に対する措置の内容及び

その履歴についても併せて記載する等により、継続的に把握していく必要があ

る。」とされているところである。 

また、特定空家等に対する措置に係る事務を円滑に実施するためには、当該

市町村の関係内部部局との連携が不可欠であることから、空家等施策担当部局

は、必要に応じて特定空家等に関する情報を関係内部部局に提供し、共有する

ことが望ましい。特に、法第 14 条第２項に基づき勧告がなされた場合、当該

「特定空家等」に係る土地については、固定資産税等のいわゆる住宅用地特例

の対象から除外されることとなるため、少なくとも税務部局（特別区において

は都。以下同じ。）に対しては、空家等施策担当部局から常に「特定空家等」に

係る最新情報を提供し、税務部局の事務に支障を来すようなことがないように

しなくてはならない。 

また、関係内部部局において所有者等の情報を含むデータベースを共有する

場合は、個人情報が漏えいすることのないよう、細心の注意を払う必要がある。 

 

（３）特定空家等に関係する権利者との調整 

法第 14 条に基づき「特定空家等に対する措置」を講じようとする「特定空家

等」について、その措置の過程で、抵当権等の担保物権や賃貸借契約による賃

貸借権が設定されていること等が判明することが考えられる。この場合、同条

に基づく「特定空家等に対する措置」は、客観的事情により判断される「特定

空家等」に対してなされる措置であるため、命令等の対象となる「特定空家等」

に抵当権等が設定されていた場合でも、市町村長が命令等を行うに当たっては、

関係する権利者と必ずしも調整を行う必要はなく、基本的には当該抵当権者等

と「特定空家等」の所有者等とによる解決に委ねられるものと考えられる。 

 

３．特定空家等の所有者等への助言又は指導（法第 14 条第１項）  

法に基づく「特定空家等」の措置は、当該「特定空家等」の所有者等に対する

助言又は指導といった行政指導により、所有者等自らの意思による改善を促すこ

とから始めることとされている。 

（１）・（２） （略） 

 

４．特定空家等の所有者等への勧告（法第 14 条第２項） 

（１）勧告の実施 

市町村長は、法第 14 条第１項に基づき助言又は指導をした場合において、な

お当該特定空家等の状態が改善されないと認めるときは、当該特定空家等の所

有者等に対し、相当の猶予期限を付けて、必要な措置をとることを勧告するこ

とができる（同条第２項）。 
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勧告を行う場合は、その特定空家等の所有者等に対して、 

・ 当該勧告に係る措置の内容及びその事由 

・ 当該勧告の責任者 

を明確に示さなければならない。 

また、勧告を行う際には、 

・ 勧告に係る措置を実施した場合は、遅滞なく当該勧告の責任者に報告すべき

であること 

・ 正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかった場合、市町村長は命

令を行う可能性があること 

・ 地方税法の規定に基づき、当該特定空家等に係る敷地について固定資産税等

のいわゆる住宅用地特例の対象から除外されること 

についても併せて示すべきである。 

勧告は、措置の内容を明確にするとともに、勧告に伴う効果を当該特定空家

等の所有者等に明確に示す観点から、書面（参考様式２）で行うものとする。 

また、勧告の送達方法について具体の定めはなく、直接手交、郵送などの方

法から選択することが考えられる。勧告は、相手方に到達することによって効

力を生じ、相手方が現実に受領しなくとも相手方が当該勧告の内容を了知し得

るべき場所に送達されたら到達したとみなされるため、的確な送達の方法を選

択すべきである。郵送の場合は、より慎重を期す観点から、配達証明郵便又は

配達証明かつ内容証明の郵便とすることが望ましい。 

なお、市町村長が特定空家等に対して必要な措置に係る勧告を講ずるに当た

り、特定空家等の所有者等が複数存在する場合には、市町村長が確知している

当該特定空家等の所有者等全員に対して勧告を行う必要がある。 

市町村長による勧告を受けた特定空家等の建物部分とその敷地のいずれかが

当該勧告後に売買等された結果として所有者等が変わってしまったとしても、

当該勧告は建物部分とその敷地とを切り離すことなく特定空家等の所有者等に

対して講じられた措置であり、売買等による変更のなかった所有者等に対する

効力は引き続き存続することから、建物部分又はその敷地の所有者等のいずれ

かが当該勧告に係る措置を履行しない限り、当該勧告に伴う効果は継続する。

なお、当然のことながら、このような場合において、新たに特定空家等の建物

部分又はその敷地の所有者等となった者に対し、市町村長はできる限り迅速に、

改めて勧告を講ずる必要がある（当然、助言又は指導から行う必要がある。）。 

また、市町村長による勧告を受けた後に特定空家等が売買等により、建物部

分とその敷地いずれについても所有者等が変わってしまった場合には、勧告の

効力が失われるため、本来元の所有者等により講じられるべきであった措置の

履行を促す観点から、新たに当該特定空家等の所有者等となった者に対し、市

町村長はできる限り迅速に、改めて勧告を講ずる必要がある。その際、勧告の

効力の有無は、固定資産税等のいわゆる住宅用地特例の適用関係に影響を与え

るため、税務部局とも十分連携を図る必要がある。 

イ・ロ （略） 

勧告を行う場合は、その特定空家等の所有者等に対して、 

・ 当該勧告に係る措置の内容及びその事由 

・ 当該勧告の責任者 

を明確に示さなければならない。 

また、勧告を行う際には、 

・ 勧告に係る措置を実施した場合は、遅滞なく当該勧告の責任者に報告すべき

であること 

・ 正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかった場合、市町村長は命

令を行う可能性があること 

・ 地方税法の規定に基づき、当該特定空家等に係る敷地について固定資産税等

のいわゆる住宅用地特例の対象から除外されること 

についても併せて示すべきである。 

勧告は、措置の内容を明確にするとともに、勧告に伴う効果を当該特定空家

等の所有者等に明確に示す観点から、書面（参考様式２）で行うものとする。 

また、勧告の送達方法について具体の定めはなく、直接手交、郵送などの方

法から選択することが考えられる。勧告は、相手方に到達することによって効

力を生じ、相手方が現実に受領しなくとも相手方が当該勧告の内容を了知し得

るべき場所に送達されたら到達したとみなされるため、的確な送達の方法を選

択すべきである。郵送の場合は、より慎重を期す観点から、配達証明郵便又は

配達証明かつ内容証明の郵便とすることが望ましい。 

なお、市町村長が特定空家等に対して必要な措置に係る勧告を講ずるに当た

り、特定空家等の所有者等が複数存在する場合には、市町村長が確知している

当該特定空家等の所有者等全員に対して勧告を行う必要がある。 

市町村長による勧告を受けた特定空家等の建物部分とその敷地のいずれかが

当該勧告後に売買等された結果として所有者等が変わってしまったとしても、

当該勧告は建物部分とその敷地とを切り離すことなく「特定空家等」の所有者

等に対して講じられた措置であり、売買等による変更のなかった所有者等に対

する効力は引き続き存続することから、建物部分又はその敷地の所有者等のい

ずれかが当該勧告に係る措置を履行しない限り、当該勧告に伴う効果は継続す

る。なお、当然のことながら、このような場合において、新たに「特定空家等」

の建物部分又はその敷地の所有者等となった者に対し、市町村長はできる限り

迅速に、改めて勧告を講ずる必要がある（当然、助言又は指導から行う必要が

ある）。 

また、市町村長による勧告を受けた後に「特定空家等」が売買等により、建

物部分とその敷地いずれについても所有者等が変わってしまった場合には、勧

告の効力が失われるため、本来元の所有者等により講じられるべきであった措

置の履行を促す観点から、新たに当該「特定空家等」の所有者等となった者に

対し、市町村長はできる限り迅速に、改めて勧告を講ずる必要がある。その際、

勧告の効力の有無は、固定資産税等のいわゆる住宅用地特例の適用関係に影響

を与えるため、税務部局とも十分連携を図る必要がある。 
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（２）（略） 

 

５．特定空家等の所有者等への命令（法第 14 条第３項～第８項）  

（略） 

（１）～（３）（略） 

 

（４）命令の実施 

（１）の事前の通知に示した意見書の提出期限までに意見書の提出がなかっ

た場合、事前の通知書の交付を受けた日から５日以内に（２）の意見聴取の請

求がなかった場合（意見聴取の請求があった場合において請求した者が出頭し

なかった場合を含む。）、意見書の提出又は意見聴取を経てもなお当該命令措置

が不当でないと認められた場合は、法第 14 条第３項の規定に基づき、当該措置

を命令することができる。 

命令はその内容を正確に相手方に伝え、相手方への命令の到達を明確にする

こと等処理の確実性を期す観点から、書面（参考様式４）で行うものとする。 

命令に係る措置の内容が特定空家等の全部の除却であり、勧告で動産等に対

する措置を含めている場合は、命令書（参考様式４）において、 

・ 対象となる特定空家等の内部又はその敷地に存する動産等については、措置

の期限までに運び出し、適切に処分等すべき旨 

・ 特定空家等の除却により発生する動産等については、措置の期限までに関

係法令※1に従って適切に処理すべき旨 

を明記することが望ましい。 

また、当該命令は行政争訟の対象となる処分であり、当該命令に対し不服が

ある場合は、行政不服審査法（平成 26 年法律第 68 号）第２条の規定により当

該市町村長に審査請求を行うことができる。したがって、命令においては、同

法第 82 条第１項の規定に基づき、 

・ 当該処分につき不服申立てをすることができる旨 

・ 不服申立てをすべき行政庁 

・ 不服申立てをすることができる期間 

について、書面で示さなければならない。 

さらに、行政事件訴訟法（昭和 37 年法律第 139 条）第８条の規定により、当該

命令について審査請求をせずに、当該市町村を被告とする行政訴訟によって、当

該市町村長の処分の取消しを求めることもできることから、命令においては、同

法第 46 条第１項の規定に基づき、 

・ 当該処分に係る取消訴訟の被告とすべき者 

・ 当該処分に係る取消訴訟の出訴期間 

についても、書面で示さなければならない。 

なお、本項による市町村長の命令に違反した者は、50 万円以下の過料に処する

イ・ロ （略） 

 

（２）（略） 

 

５．特定空家等の所有者等への命令（法第 14 条第３項～第８項）  

（略） 

（１）～（３）（略） 

 

（４）命令の実施 

（１）の事前の通知に示した意見書の提出期限までに意見書の提出がなかっ

た場合、事前の通知書の交付を受けた日から５日以内に（２）の意見聴取の請

求がなかった場合（意見聴取の請求があった場合において請求した者が出頭し

なかった場合を含む。）、意見書の提出又は意見聴取を経てもなお当該命令措置

が不当でないと認められた場合は、法第 14 条第３項の規定に基づき、当該措置

を命令することができる。 

命令はその内容を正確に相手方に伝え、相手方への命令の到達を明確にする

こと等処理の確実性を期す観点から、書面（参考様式４）で行うものとする。 

命令に係る措置の内容が特定空家等の全部の除却であり、勧告で動産等に対

する措置を含めている場合は、命令書（参考様式４）において、 

・ 対象となる特定空家等の内部又はその敷地に存する動産等については、措置

の期限までに運び出し、適切に処分等すべき旨 

・ 特定空家等の除却により発生する動産等については、措置の期限までに関

係法令※1に従って適切に処理すべき旨 

を明記することが望ましい。 

また、当該命令は行政争訟の対象となる処分であり、当該命令に対し不服が

ある場合は、行政不服審査法（平成 26 年法律第 68 号）第２条の規定により当

該市町村長に審査請求を行うことができる。したがって、命令においては、同

法第 82 条第１項の規定に基づき、 

・ 当該処分につき不服申立てをすることができる旨 

・ 不服申立てをすべき行政庁 

・ 不服申立てをすることができる期間 

について、書面で示さなければならない。 

さらに、行政事件訴訟法（昭和 37 年法律第 139 条）第８条の規定により、当該

命令について審査請求をせずに、当該市町村を被告とする行政訴訟によって、当

該市町村長の処分の取消しを求めることもできることから、命令においては、同

法第 46 条第１項の規定に基づき、 

・ 当該処分に係る取消訴訟の被告とすべき者 

・ 当該処分に係る取消訴訟の出訴期間 

についても、書面で示さなければならない。 

なお、本項による市町村長の命令に違反した者は、50 万円以下の過料に処する
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こととなる（法第 16 条第１項）。過料の徴収手続については、非訟事件手続法（平

成 23 年法律第 51 号）に規定がある。手続の開始は裁判所の職権によるが、裁判

所が職権探知により事件を立件することは事実上不可能であり、一般的には、通

知を受けて手続が開始されている。このため、裁判所の職権の発動を促すため、

違反事実を証する資料（過料に処せられるべき者の住所地を確認する書類、命令

書又は立入調査を拒んだ際の記録等）を添付して、過料事件の通知を管轄地方裁

判所に行うことが考えられる。この場合の管轄裁判所は、過料に処せられるべき

者の住所地の地方裁判所である。過料事件の審理においては、当事者の陳述を聴

き、検察官の意見が求められる。ただし、裁判所が、相当と認めるときは、当事

者の陳述を聴かないで過料の裁判をすることができ、当事者はこの略式裁判手続

に対しては、裁判の告知を受けた日から一週間内に異議を申し立てることができ

る。異議があったときは、前の裁判はその効力を失い、改めて当事者の陳述を聴

いた上で更に裁判が行われる。 

 

（５）標識の設置その他国土交通省令・総務省令で定める方法による公示（法第

14 条第 11 項・第 12 項） 

市町村長は、法第 14 条第３項の規定による命令をした場合は、第三者に不測

の損害を与えることを未然に防止する観点から、必ず標識（参考様式５）の設置

をするとともに、市町村の公報への掲載、インターネットの利用その他市町村が

適切と認める方法により同項の規定による命令が出ている旨を公示しなければ

ならない（法第 14 条第 11 項、空家等対策の推進に関する特別措置法施行規則

（平成 27 年総務省・国土交通省令第１号）本則）。 

標識は、命令に係る特定空家等に設置することができ（法第 14 条第 12 項）、

当該特定空家等において、目的を達成するのに最も適切な場所を選定してよいと

解されるが、社会通念上標識の設置のために必要と認められる範囲に限られる。 

 

６．特定空家等に係る代執行（法第 14 条第９項） 

（１）～（５） （略） 

（６）費用の徴収（行政代執行法第５条・第６条） 

代執行に要した一切の費用は、行政主体が義務者から徴収する。当該費用につ

いて、行政主体が義務者に対して有する請求権は、行政代執行法に基づく公法上

の請求権であり、義務者から徴収すべき金額は代執行の手数料ではなく、実際に

代執行に要した費用である。したがって、作業員の賃金、請負人に対する報酬、

資材費、第三者に支払うべき補償料等は含まれるが、義務違反の確認のために要

した調査費等は含まれない。 

市町村長は、文書（納付命令書）において、 

・ 実際に要した費用の額 

・ その納期日 

を定め、その納付を命じなければならない（行政代執行法第５条）。 

行政代執行法の規定においては、代執行の終了後に費用を徴収することのみが

こととなる（法第 16 条第１項）。過料の徴収手続については、非訟事件手続法に

規定がある。手続の開始は裁判所の職権によるが、裁判所が職権探知により事件

を立件することは事実上不可能であり、一般的には、通知を受けて手続が開始さ

れている。このため、裁判所の職権の発動を促すため、違反事実を証する資料（過

料に処せられるべき者の住所地を確認する書類、命令書又は立入調査を拒んだ際

の記録等）を添付して、過料事件の通知を管轄地方裁判所に行うことが考えられ

る。この場合の管轄裁判所は、過料に処せられるべき者の住所地の地方裁判所で

ある。過料事件の審理においては、当事者の陳述を聴き、検察官の意見が求めら

れる。ただし、裁判所が、相当と認めるときは、当事者の陳述を聴かないで過料

の裁判をすることができ、当事者はこの略式裁判手続に対しては、裁判の告知を

受けた日から一週間内に異議を申し立てることができる。異議があったときは、

前の裁判はその効力を失い、改めて当事者の陳述を聴いた上で更に裁判が行われ

る。 

 

（５）標識の設置その他国土交通省令・総務省令で定める方法による公示（法第

14 条第 11 項・第 12 項） 

市町村長は、法第 14 条第３項の規定による命令をした場合は、第三者に不測

の損害を与えることを未然に防止する観点から、必ず標識（参考様式５）の設置

をするとともに、市町村の公報への掲載、インターネットの利用その他市町村が

適切と認める方法により同項の規定による命令が出ている旨を公示しなければ

ならない（法第 14 条第 11 項、同法施行規則本則）。 

 

標識は、命令に係る特定空家等に設置することができ（法第 14 条第 12 項）、

当該特定空家等において、目的を達成するのに最も適切な場所を選定してよいと

解されるが、社会通念上標識の設置のために必要と認められる範囲に限られる。 

 

６．特定空家等に係る代執行（法第 14 条第９項） 

（１）～（５） （略） 

（６）費用の徴収（行政代執行法第５条・第６条） 

代執行に要した一切の費用は、行政主体が義務者から徴収する。当該費用につ

いて、行政主体が義務者に対して有する請求権は、行政代執行法に基づく公法上

の請求権であり、義務者から徴収すべき金額は代執行の手数料ではなく、実際に

代執行に要した費用である。したがって、作業員の賃金、請負人に対する報酬、

資材費、第三者に支払うべき補償料等は含まれるが、義務違反の確認のために要

した調査費等は含まれない。 

市町村長は、文書（納付命令書）において、 

・ 実際に要した費用の額 

・ その納期日 

を定め、その納付を命じなければならない（行政代執行法第５条）。 

行政代執行法の規定においては、代執行の終了後に費用を徴収することのみが
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認められ、代執行終了前の見積による暫定額をあらかじめ徴収することは認めら

れない。 

費用の徴収については、国税滞納処分の例※４による強制徴収が認められ（行

政代執行法第６条第１項）、代執行費用については、市町村長は、国税及び地方

税に次ぐ順位の先取特権を有する（同条第２項）。 

※４ 納税の告知（国税通則法（昭和 37 年法律第 66 号）第 36 条第１項）、督促

（同法第 37 条第１項）、財産の差押え（国税徴収法(昭和 34 年法律第 147 号)第

47 条）、差押財産の公売等による換価（同法第 89 条以下、第 94 条以下）、換価

代金の配当（同法第 128 条以下）の手順。 

 

７．過失なく措置を命ぜられるべき者を確知することができない場合（法第 14 条第

10 項） 

（略） 

（１）「過失がなくて」「確知することができない」場合 

「過失がなくて」とは、市町村長がその職務行為において通常要求される注

意義務を履行したことを意味する。また、「確知することができない」とは、措

置を命ぜられるべき者の氏名及び所在をともに確知しえない場合及び氏名は知

りえても所在を確知しえない場合をいうものと解される。どこまで追跡すれば

「過失がなくて」「確知することができない」と言えるかについての定めはない

が、第１章３．（１）及び（２）の調査方法等により十分な調査を行っても所有

者等を特定することができなければ、法第 14 条第 10 項の「過失がなくてその

措置を命ぜられるべき者を確知することができない」場合に該当すると判断す

ることができると考えられる。当該判断に当たっては、登記情報等一般に公開

されている情報、住民票（除票を含む。）及び戸籍（除籍及び戸籍の附票（除票

を含む。）をいう。）の情報、法第 10 条に基づく固定資産課税情報等に係る調査

を行い、親族、関係権利者等への聞き取り調査等を必要な範囲について行うと

ともに、これ以外の調査方法等については、調査に要する人員、費用、時間等

を考慮してケースごとに、特定空家等が周辺の建築物や通行人等に対し悪影響

をもたらすおそれの程度や当該特定空家等による悪影響の程度と危険等の切迫

性も踏まえ、必要性を判断することとなる。 

（２）事前の公告（法第 14 条第 10 項） 

法第 14 条第 10 項に基づく代執行を行う場合においては、相当の期限を定めて、 

・ 当該措置を行うべき旨 

・ その期限までに当該措置を行わないときは、市町村長又はその措置を命じた

者若しくは委任した者がその措置を行うべき旨 

をあらかじめ公告しなければならない。 

公告の方法としては、当該市町村の掲示板に掲示し、かつ、その掲示があった

ことを官報に少なくとも１回掲載することを原則とするが、相当と認められると

きは、官報への掲載に代えて、当該市町村の「広報」・「公報」等に掲載すること

をもって足りるものと解される。また、公告の期間については、最後に官報等に

認められ、代執行終了前の見積による暫定額をあらかじめ徴収することは認めら

れない。 

費用の徴収については、国税滞納処分の例※４による強制徴収が認められ（行

政代執行法第６条第１項）、代執行費用については、市町村長は、国税及び地方

税に次ぐ順位の先取特権を有する（同条第２項）。 

※４ 納税の告知（国税通則法（昭和 37 年法律 66 号）第 36 条第１項）、督促（同

法第 37 条第１項）、財産の差押え（国税徴収法 47 条）、差押財産の公売等によ

る換価（同法第 89 条以下、第 94 条以下）、換価代金の配当（同法第 128 条以

下）の手順。 

 

７．過失なく措置を命ぜられるべき者を確知することができない場合（法第 14 条

第 10 項） 

（略） 

（１）「過失がなくて」「確知することができない」場合 

「過失がなくて」とは、市町村長がその職務行為において通常要求される注

意義務を履行したことを意味する。また、「確知することができない」とは、措

置を命ぜられるべき者の氏名及び所在をともに確知しえない場合及び氏名は知

りえても所在を確知しえない場合をいうものと解される。どこまで追跡すれば

「過失がなくて」「確知することができない」と言えるかについての定めはない

が、少なくとも、不動産登記簿情報等一般に公開されている情報や住民票情報

等市町村が保有する情報、法第 10 条に基づく固定資産課税情報等を活用せずに

所有者等を特定しようとした結果、所有者等を特定することができなかった場

合にあっては、「過失がない」とは言い難いと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事前の公告（法第 14 条第 10 項） 

法第 14 条第 10 項に基づく代執行を行う場合においては、相当の期限を定めて、 

・ 当該措置を行うべき旨 

・ その期限までに当該措置を行わないときは、市町村長又はその措置を命じた

者若しくは委任した者がその措置を行うべき旨 

をあらかじめ公告しなければならない。 

公告の方法としては、当該市町村の掲示板に掲示し、かつ、その掲示があった

ことを官報に少なくとも１回掲載することを原則とするが、相当と認められると

きは、官報への掲載に代えて、当該市町村の「広報」・「公報」等に掲載すること

をもって足りるものと解される。また、公告の期間については、最後に官報等に
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掲載した日又はその掲載に代わる掲示を始めた日から２週間を経過した時に、相

手方に到達したものとみなされるものと解される（参考：民法第 98 条及び民事訴

訟法（平成８年法律第 109 号）第 111 条・第 112 条、行政手続法第 31 条の規定に

より準用する同法第 15 条第３項）。 

 

（３）・（４）（略） 

 

８．必要な措置が講じられた場合の対応 

特定空家等の所有者等が、助言若しくは指導、勧告又は命令に係る措置を実施

したことが確認された場合は、当該建築物等は特定空家等ではなくなる。市町村

においては、勧告又は命令をしている場合には当該勧告又は命令を撤回するとと

もに、当該建築物が特定空家等でなくなったと認められた日付、講じられた措置

の内容等をデータベースに記録し、速やかに関係内部部局に情報提供することが

望ましい。 

特に税務部局に対しては、勧告又は命令が撤回された場合、固定資産税等のい

わゆる住宅用地特例の要件を満たす家屋の敷地については、当該特例の適用対象

となることから、可能な限り速やかにその旨を情報提供することが必要である。 

また、必要な措置が講じられた空家等の所有者等に対しては、例えば、当該所

有者等から措置が完了した旨の届出書の提出を受け、当該届出書を受領したもの

の写しを返却する等により、当該所有者等に対し特定空家等でなくなったことを

示すことも考えられる。 

掲載した日又はその掲載に代わる掲示を始めた日から２週間を経過した時に、相

手方に到達したものとみなされるものと解される（参考：民法（明治 29 年法律 89

号）第 98 条及び民事訴訟法（平成８年法律第 109 号）第 111 条・第 112 条、行政

手続法第 31 条の規定により準用する同法第 15 条第３項）。 

 

（３）・（４）（略） 

 

８．必要な措置が講じられた場合の対応 

特定空家等の所有者等が、助言若しくは指導、勧告又は命令に係る措置を実施

したことが確認された場合は、当該建築物等は「特定空家等」ではなくなる。市

町村においては、勧告又は命令をしている場合には当該勧告又は命令を撤回する

とともに、当該建築物が特定空家等でなくなったと認められた日付、講じられた

措置の内容等をデータベースに記録し、速やかに関係内部部局に情報提供するこ

とが望ましい。 

特に税務部局に対しては、勧告又は命令が撤回された場合、固定資産税等のい

わゆる住宅用地特例の要件を満たす家屋の敷地については、当該特例の適用対象

となることから、可能な限り速やかにその旨を情報提供することが必要である。 

また、必要な措置が講じられた空家等の所有者等に対しては、例えば、当該所

有者等から措置が完了した旨の届出書の提出を受け、当該届出書を受領したもの

の写しを返却する等により、当該所有者等に対し「特定空家等」でなくなったこ

とを示すことも考えられる。  

 


